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うち交付金充当

額（円）

1 健康福祉課

令和５年度糸田町電
力・ガス・食料品等
価格高騰追加重点支
援給付金【物価高騰
対策給付金】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々
の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③Ｒ５Ｒ６の累計給付金額　　Ｒ５年度分の住民税非課税世帯　1,963
世帯×70千円　のうちＲ６計画分
事務費　　2,364千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務
委託料　人件費　として支出]
④Ｒ５年度分の住民税非課税世帯　（1,963世帯）

Ⅰ．物価高から国民
生活を守る

R6.1 R6.4 - - 

Ｒ５年度　給付対象者1,963人×70,000円＝
137,410,000円給付完了
物価高が続く中で、低所得世帯への支援が図れ
た。

2
健康福祉課
子育て支援課
税務町民課

令和６年度糸田町低
所得者支援給付金、
令和６年度糸田町低
所得者支援及び定額
減税補足給付金

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々
の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③Ｒ５Ｒ６の累計給付金額　　Ｒ５年度均等割のみ課税世帯　259世帯
×100千円、Ｒ６年度非課税世帯　140世帯×100千円、Ｒ６年度均等割
のみ課税化世帯　78世帯×100千円、子ども加算　519人×50千円、定
額減税を補足する給付の対象者　2,661人（62,920千円）　のうちＲ６
計画分
事務費　　8,048千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務
委託料　人件費　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（477世帯）、定額減税を補足する給

Ⅰ．物価高から国民
生活を守る

R6.7 R7.3 90,423,818 82,851,000 

均等割課税・課税化世帯　218世帯×10千円給
付完了
定額減税補足給付　62,920千円給付完了
物価高が続く中で、低所得世帯への支援が図れ
た。

3
健康福祉課
子育て支援課

糸田町住民税非課税
世帯物価高騰支援給
付金、低所得者世帯
のこども加算給付
金、令和７年度定額
減税不足額給付

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々
の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③Ｒ６の累計給付金額　　Ｒ６年度の住民税均等割非課税世帯　2,400
世帯×30千円、子ども加算　520人×20千円　のうちＲ６計画分
事務費　 2,944千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務
委託料　人件費　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（2,400世帯）

Ⅱ．物価高の克服 R6.7 R7.9 65,219,000 65,219,000 

Ｒ６年度の住民税均等割非課税世帯　1,920世
帯×30千円給付完了
子ども加算　396人×20千円給付完了
物価高が続く中で、低所得世帯への支援が図れ
た。

4 地域振興課
糸田町物価高騰応援
商品券事業

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰に直面する町民の経済的負担
に留意し、迅速かつ的確に家計への支援を行うとともに、個人消費を
喚起し地域経済の活性化を図るため糸田町物価高騰応援商品券事業を
行う。
②商品券の配布および事務経費
③商品券　5,000円×4,600世帯＝23,000,000円、人件費（超過勤務手
当）　733,000円、消耗品費　165,000円、印刷製本費　809,000円、通
信運搬費　2,692,000円、委託料　974,000円

Ⅰ．物価高から国民
生活を守る

R6.4 R7.3 25,831,650 25,831,650 
対象世帯　4,423世帯配布完了
物価高が続く中で、消費下支え等を通じた生活
者支援が図れた。

5 地域振興課
糸田町プレミアム地
域商品券発行事業

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰に直面する町民の経済的負担
に留意し、個人消費を喚起し地域経済の活性化を図るためプレミアム
商品券事業を実施する商工会に助成する。
②商品券のプレミアム分を助成
③10,000円販売しプレミアム率20％　発行数5,000冊
　県補助5,000,000円　町補助5,000,000円
（一般財源：5,000,000円充当、都道府県補助：5,000,000円充当等）
④糸田町商工会

Ⅰ．物価高から国民
生活を守る

R6.4 R7.3 4,986,723 4,750,350 
商品券　5,000冊完売
物価高が続く中で、消費下支え等を通じた生活
者支援が図れた。

事業
終期

効果検証
総事業費（円）

【糸田町】物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業実績一覧（令和６年度）　※Noは実施計画に基づいています。

Ｎｏ 担当課
交付対象事業名
（実施計画上）

事業の概要（当初計画）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

経済対策との関係
事業
始期


